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要約 

 近年のコーポレートガバナンスの議論の進展は、その射程が広範囲、多義的になりつつある。経

営戦略やリスク情報等の Environment Social Governance を含んだ非財務情報に関するものに範囲が

及び、その中には税務情報に関するものも散見される。また、時系列を前後して、OECD の国別報

告書や EU における国別報告書開示指令案、わが国における税務に関するコーポレートガバナンス

など、企業の税務情報に関する国内外の取組等が進展しており、企業経営における税務情報（開示）

の重要性は高まりつつある。本来、税務情報は納税者である企業と税務当局の間でのみ取り交わさ

れるものであり、今日の潮流は企業経営に新たな一石を投じている。本稿では、コーポレートガバ

ナンスの議論を梃子として、税務情報へのアクセスや開示に関する国際的な動向等を整理検討しつ

つ、今日の企業経営における示唆を得るべく、若干の方向性を示した。
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はじめに

 

本稿の目的は、近年のコーポレートガバナンス

の議論の進展を受け、重要性が高まりつつある情

報開示、とりわけ税務に関する情報開示を企業経

営の観点から論じることにある 1)。近年のコーポレ

ートガバナンスは、その射程が広範囲、多義的にな

りつつある 2)。コーポレートガバナンスの定義自体

も難しいものであるが、伊藤ほか（2017）の整理に

基づけば、わが国においては、会社経営の適法性を

確保し、収益性を向上させるために、会社経営者に

適切な規律づけを働かせる仕組みをいうとしてい

る 3)。また、かつては適法性確保が強調され、法律

で監査役制度を強化することが重視されたが、適

法性と効率性がともに重視されるようになり、ガ

バナンス向上のための法的仕組みとしても法規制

以外の多様な仕組みが論じられるようになってき

ている 4)。関連して、ストック・オプションなどの

業績連動型報酬、監査役制度と委員会制度の選択、

開示の充実と株式市場による経営者への圧力、株

主代表訴訟や敵対的買収が経営者に与える圧力な

ど、内部統制の視点を包含した会社法・金融商品取

引法の研究領域、エージェンシー理論の観点から

財務報告をめぐる株主と経営者との個々の関係に

焦点をあて、それぞれの主体にとってのコストと

ベネフィットの検討を行う会計分野の研究領域な

どが進展してきた 5)。本稿 2.(1)で取り上げる資本

市場の動向 6)は、そのような潮流において着目すべ

き点の一つであり、その中でも、税務情報について

の言及が見受けられる 7)。 

また、これらと時系列を前後して、法人、すな

わち企業の税務情報に関する国際的な議論が進展

しており、本稿 3.で取り上げる OECD の国別報
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告書（Country-by-Country Reporting：以下 CbCR）
8)や EU における国別報告書開示指令案（以下 EU
提案）9)などがある。 

これらの動向は、本来公開されない前提であっ

た納税者の税に関する情報を、税務当局以外に公

開する試みを含みつつあることから、企業にとっ

ての一つの転換点とも評価しうる潮流である。そ

のほかにも、わが国においては企業と税務当局の

自主的な取組として、税務に関するコーポレート

ガバナンスが進展しつつあり、企業経営のあり方

や管理体制はターニングポイントを迎えていると

理解できよう。 

以上のことから、コーポレートガバナンスを梃

子として、企業の税務情報へのアクセスや開示に

関する国内外の動向等を整理検討しつつ、企業経

営における示唆を得ることが本稿の目的である。 

なお、本稿の構成は、1.はじめにの問題提起か

ら始まり、2.においてコーポレートガバナンスに

かかる動向等を取り上げ、税務情報との架橋を試

みる。その上で、本稿 3.において税務情報開示に

かかる国内外の取組を紹介し、最新の動向を概観

する。終章として 4.において、企業経営に関する

若干の示唆を得る。 

 

2.わが国におけるコーポレートガバナンスの動

向等 

 

近年のコーポレートガバナンスの射程が広範

囲、多義的になりつつあることは本稿 1.において

触れたとおりであるが、本章では、本稿 3.におい

て述べる企業の税務情報との接続性や、研究の新

規性の観点から、資本市場からの議論を題材にす

る。具体的には、経済産業省において公表された

「持続的成長への競争力とインセンティブ～企業

と投資家の望ましい関係構築～（以下：伊藤レポ

ート）」10)及びそのアップデート版である「伊藤レ

ポート 2.0」11)を取り上げる。 

(1)伊藤レポート 

 

近年、わが国では、金融危機の反省から欧米諸

国を中心に投資家や企業の短期主義是正やコーポ

レートガバナンスコードの強化、企業と投資家の

対話や企業開示・報告のあり方の見直し等が国際

的な議論となっていたことをふまえ、経済産業省

がプロジェクトを立ち上げ検討を行い、伊藤レポ

ートとして公表している 12)。同レポートの背景の

なかでは、狭義の財務情報に留まらず、経営戦略

やリスク情報等の ESG （ Environment Social 
Governance：以下 ESG）を含んだ非財務情報に関

する企業の中長期的な価値創造を伝えるための報

告のあり方が検討されている 13)。 

伊藤レポートの前提は、日本再興戦略に伴う企

業のガバナンス改革にあり、同レポートは、持続

的な企業価値の向上のために企業がガバナンスを

発揮し、企業と投資家との建設的な対話を促すこ

とが重要として、企業と株主の「協創」による持

続的価値創造や、資本効率を意識した企業価値経

営への転換、企業価値向上の観点から資本政策を

語る等の提言を行っている 14)。その後、伊藤レポ

ート 2.0においては、日本再興戦略 2016を受け、

企業における長期投資の判断、評価のあり方、投

資家が中長期的な企業価値を判断する視点や評価

のあり方、企業と投資家の行動、対話やコミュニ

ケーションのあり方を検討している 15)。 

着目したいのは、伊藤レポート及び伊藤レポー

ト 2.0 のなかで取り上げられている ESG という

指標である。本稿の問題意識と重なる、下記のよ

うな言及を行なっている 16)。 

「ESG（環境、社会、ガバナンス）は企業への信頼

性に関わる。企業価値にはステークホルダーから

の信頼度が反映されるとみることもできるので、

信頼性を高める活動は企業価値創造に結び付く。

例えば、グローバル展開しているアパレルメーカ

ーにとって新興国の工場で児童労働問題が起こり、

それが国際的なガイドラインに違反していること

が明らかになれば評判と業績に悪影響をあたえる。

マーケティングにおいて不公正な取引を行ってい

るという事実が明らかになった場合も同様である。

投資家は企業の持続的競争力を評価する際、広汎

な ESG 活動にも着目すべきではないか。」 

この ESG に着目した他の理由として、持続可能

性を重視した優良企業に連動するグローバル指数
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のダウジョーンズ・サステナビリティ・インデッ

クス（以下 DJSI）が、構成銘柄を選択するにあた

って参照していること 17)、また、近時、（機関）投

資家が目先の利益より長期的な価値の創出に向け

て投資戦略を見直すことがテーマの一つとなって

おり、そのなかで、企業の ESG 要素に着目した投

資が活発になっている 18)ことが挙げられる。 

一例をあげると、2014 年に、DJSI が参照する

ESG 要素の中に、税務戦略がアセスメントの際の

基準項目として追加された 19)。具体的には、アセ

スメントにおいて“1.8 Tax Strategy”という項目が

設定され、当該項目の説明によれば、税制の最適

化は収益性や企業価値にプラスの影響を与えるが、

過度のアグレッシブな税務戦略は中長期的には持

続的ではない可能性があり、幾つかのリスクが加

わるとしている。リスクの例として、企業ブラン

ド価値の低下や、ホスト国との関係悪化を挙げて

いる。これは、BEPS プロジェクト（本稿 2.(2)に

て後述）と前後とした多国籍企業の過度な課税逃

れが国際的議論となった時系列と重なる 20)。DJSI
の対象である企業は主として大規模な多国籍企業

が挙げられ 21)、当該多国籍企業が税をどのように

納めているか、税引後の利益を最大化することと

同時に行き過ぎた課税逃れを行っていないかとい

う点について評価が行われる 22)。 

資本市場からの視座ではあるものの、本稿 3.に

おいて述べる、税務情報へのアクセスをめぐるい

くつかのコンテクストとも共通性が見受けられる。 

 

(2)補論：BEPSプロジェクト 

 

 ここで、DJSI が参照する ESG 要素に関連して

言及した、OECD/G20 による BEPS（Base Erosion 
and Profit Shifting：税源浸食と利益移転）プロジェ

クトについて、若干の説明を行う。 

BEPS プロジェクトとは、企業が調達・生産・販

売・管理等の拠点をグローバルに展開し、電子商

取引の急増に伴いグローバルなビジネスモデルの

構造が変化していく一方で、各国の税制の対応が

追いつかず、多国籍企業の活動実態と課税のルー

ルの間にずれが生じていたことに端を発する 23)。

同プロジェクトは、公正な競争条件（Level Playing 

Field）の確保という考え方の下、多国籍企業が各

国の国際課税の制度のずれを利用することで、課

税所得を人為的に操作し、過度な課税逃れ、すな

わち BEPS を行わないように、国際課税ルール全

体を見直し、ひいてはどの法域でも課税が行われ

ない状態（国際的二重非課税）をなくし、企業行

動の実態に即したものとするとともに、各国政府・

多国籍企業の透明性を高めるためのプロジェクト

として立ち上がった 24)。 

 その他の経緯として、各国がリーマンショック

後に財政状況を悪化させ、多くの国民負担が必要

となるなか、多国籍企業の過度な課税逃れに対す

る批判が高まったことも背景の一つである。2012

年 6月には、OECD 租税委員会がプロジェクトを

立ち上げ、2013年 7月には、G20 財務大臣からの

要請を受けた BEPS 行動計画が公表された 25)。

2014 年 9 月に第一報告書が公表 26)され、2015 年

10 月には最終報告書 27)が公表された。これらは、

G20 財務大臣及び G20 サミットにも報告 28)され、

合意事項を着実に実施する強い政治的要請と共に、

各国は国際課税の制度を再構築する作業に移った
29)。 

 同時に、BEPS 最終報告書を受けた合意事項は、

OECD/G20 にとどまらない。2016年 6月に行われ

た京都会合において、OECD/G20 よりも広範な、

BEPS 包摂的枠組み（Inclusive Framework on BEPS）
が立ち上げられ、国際課税の制度の再構築作業に

参加する国の増加が見受けられる 30)。 

国際的二重非課税は主として米系多国籍企業

のタックスプランニングにより引き起こされ、米

国議会においても批判の対象となっていた 31)。そ

の他、英国では自国で納税を行っていない米系多

国籍企業の不買運動にもつながり、わが国政府税

制調査会においても、BEPS プロジェクトと時系

列を前後し、多国籍企業によるタックスプランニ

ングが取り上げられていた 32)。 

上述のように、今日の国際課税の動向のなかで、

BEPS プロジェクトは重要な位置付けを占め、一

部の多国籍企業が過度な課税逃れを行うこと等に

端を発したものであった。すなわち、米系多国籍

企業が海外事業における納税額を最小化する戦略

を採用し、米国外において資本の蓄積を行ってい

告書（Country-by-Country Reporting：以下 CbCR）
8)や EU における国別報告書開示指令案（以下 EU
提案）9)などがある。 

これらの動向は、本来公開されない前提であっ

た納税者の税に関する情報を、税務当局以外に公

開する試みを含みつつあることから、企業にとっ

ての一つの転換点とも評価しうる潮流である。そ

のほかにも、わが国においては企業と税務当局の

自主的な取組として、税務に関するコーポレート

ガバナンスが進展しつつあり、企業経営のあり方

や管理体制はターニングポイントを迎えていると

理解できよう。 

以上のことから、コーポレートガバナンスを梃

子として、企業の税務情報へのアクセスや開示に

関する国内外の動向等を整理検討しつつ、企業経

営における示唆を得ることが本稿の目的である。 

なお、本稿の構成は、1.はじめにの問題提起か

ら始まり、2.においてコーポレートガバナンスに

かかる動向等を取り上げ、税務情報との架橋を試

みる。その上で、本稿 3.において税務情報開示に

かかる国内外の取組を紹介し、最新の動向を概観

する。終章として 4.において、企業経営に関する

若干の示唆を得る。 

 

2.わが国におけるコーポレートガバナンスの動

向等 

 

近年のコーポレートガバナンスの射程が広範

囲、多義的になりつつあることは本稿 1.において

触れたとおりであるが、本章では、本稿 3.におい

て述べる企業の税務情報との接続性や、研究の新

規性の観点から、資本市場からの議論を題材にす

る。具体的には、経済産業省において公表された

「持続的成長への競争力とインセンティブ～企業

と投資家の望ましい関係構築～（以下：伊藤レポ

ート）」10)及びそのアップデート版である「伊藤レ

ポート 2.0」11)を取り上げる。 

(1)伊藤レポート 

 

近年、わが国では、金融危機の反省から欧米諸

国を中心に投資家や企業の短期主義是正やコーポ

レートガバナンスコードの強化、企業と投資家の

対話や企業開示・報告のあり方の見直し等が国際

的な議論となっていたことをふまえ、経済産業省

がプロジェクトを立ち上げ検討を行い、伊藤レポ

ートとして公表している 12)。同レポートの背景の

なかでは、狭義の財務情報に留まらず、経営戦略

やリスク情報等の ESG （ Environment Social 
Governance：以下 ESG）を含んだ非財務情報に関

する企業の中長期的な価値創造を伝えるための報

告のあり方が検討されている 13)。 

伊藤レポートの前提は、日本再興戦略に伴う企

業のガバナンス改革にあり、同レポートは、持続

的な企業価値の向上のために企業がガバナンスを

発揮し、企業と投資家との建設的な対話を促すこ

とが重要として、企業と株主の「協創」による持

続的価値創造や、資本効率を意識した企業価値経

営への転換、企業価値向上の観点から資本政策を

語る等の提言を行っている 14)。その後、伊藤レポ

ート 2.0においては、日本再興戦略 2016を受け、

企業における長期投資の判断、評価のあり方、投

資家が中長期的な企業価値を判断する視点や評価

のあり方、企業と投資家の行動、対話やコミュニ

ケーションのあり方を検討している 15)。 

着目したいのは、伊藤レポート及び伊藤レポー

ト 2.0 のなかで取り上げられている ESG という

指標である。本稿の問題意識と重なる、下記のよ

うな言及を行なっている 16)。 

「ESG（環境、社会、ガバナンス）は企業への信頼

性に関わる。企業価値にはステークホルダーから

の信頼度が反映されるとみることもできるので、

信頼性を高める活動は企業価値創造に結び付く。

例えば、グローバル展開しているアパレルメーカ

ーにとって新興国の工場で児童労働問題が起こり、

それが国際的なガイドラインに違反していること

が明らかになれば評判と業績に悪影響をあたえる。

マーケティングにおいて不公正な取引を行ってい

るという事実が明らかになった場合も同様である。

投資家は企業の持続的競争力を評価する際、広汎

な ESG 活動にも着目すべきではないか。」 

この ESG に着目した他の理由として、持続可能

性を重視した優良企業に連動するグローバル指数
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たことにより、米国にとっては本国に資金が還流

できない状態 33)、他方で事業が実際に行われる

国々にとっては、自国で適切な納税が行われない

状態となり、政治的な争点となっていたことから、

かかる税務戦略をとる企業に対する資本市場の関

心が高まっていたところである。 

 

3.税務情報開示に関する新たな地平 

 

本章では、法人の税務情報に関する国内外の動

向を取り上げる。具体的な内容として、本稿 1.に

おいて述べた CbCR及び EU提案と、税務に関す

るコーポレートガバナンスである。 

 

(1)CbCRと EU提案 

 

 前述の通り、BEPS プロジェクトにおいて各国

は、国際課税制度の再構築作業を行うことになっ

た。そのなかで、多国籍企業の税務情報報告が求

められ、各国で国内法制化が行われている 34)。わ

が国では、特定多国籍企業グループの構成会社で

ある内国法人（最終親会社等又は代理親会社等に

該当するもの）は、国別報告事項を報告対象とな

る会計終了年度の終了の日の翌日から 1年以内に

e-Taxにより、所轄税務署長に提供することとなっ

ている（租税特別措置法第 66条の 4の 4第 1項、

2項、3項、租税特別措置法施行令第 39条の 12の

4第 1項）35)。 

 CbCRによれば、提供者は特定多国籍企業グルー

プの構成会社等の事業が行われる国又は地域ごと

の①～③の項目を下記のとおり報告する必要があ

るとしている 36)。すなわち CbCRは、①収入金額、

税引前当期純利益の額、納付税額、発生税額、資

本金の額又は出資金の額、利益剰余金の額、従業

員の数及び有形資産（現金及び現金同等物を除く）

の額、②構成会社等の名称、構成会社等の居住地

国と本店所在地国が異なる場合のその本店所在地

国（本店所在地国と設立された国又は地域が異な

る場合には、設立された国又は地域）の名称及び

構成会社等の主たる事業の内容、③上記①〜②の

事項について参考となるべき事項、を提出する必

要があるとしている。 

BEPS プロジェクトにおいては、特定多国籍企

業グループの報告情報を基本的に条約方式の下で、

各国の税務当局間で厳格に運用することとなって

おり、その報告情報の使用は、特定多国籍企業グ

ループ内のハイレベルな移転価格リスク評価の参

考に限り、更正処分等には活用しないという前提

がある。 

しかしながら、本稿 1.で言及した EU 提案は、

事業内容の性質、従業員数、純売上高（関連会社

を含む）、税引前損益、当期税金費用、当期納税額、

留保利益を含む国別報告書を開示し、企業のウェ

ブサイト上で公表するというものであった 37)。こ

れに関して、本来、条約方式の下、税務当局間で

共有されるはずの報告情報を念頭に置いていたビ

ジ ネ ス 界 を 中 心 と し た 団 体 か ら 、 特 に

Confidentiality の観点による懸念や反発がでてい

る 38)。 

吉村（2018）の研究 39)においても紹介が行われ

ているが、公の視点から企業の活動を規律すると

いう試みは、既存の税の報告機能にはなかったア

プローチである。留意しなければならないのは、

例えば、企業会計が目的とする利害関係者への報

告と、EU提案の背景（租税回避を防止する目的・

市民がアクセスできる環境・公平な競争環境の整

備）にある税務情報が公表される対象はその報告

内容や報告対象者が一致していないことである。

しかしながら、税については納税者（企業）が国

及び地方公共団体に税金を納めるのみであったと

いう一般的理解に加えて、税の情報を外部に公開

するという試みが見受けられつつあることは一つ

の着目すべき点である。これは、本稿 2.で述べた

税の情報に対するアクセスをめぐる動向とは別の

視座をもたらしている。 

 

(2)税務に関するコーポレートガバナンス 

 

 近年、CbCR や EU 提案とは異なる国際的な動

向として、コーポレートガバナンスの強化の観点

から、タックスコンプライアンスを取り込むこと

が見受けられ、これを「税務コーポレートガバナ

ンス」と呼称されるようになった 40)。これは、前

章でも述べたように、企業が租税をコストとみな
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し、利益優先をした租税回避行為などを行った結

果、ブランド価値などの中長期的な企業利益や株

主利益が損なわれることと密接に関連してくる。

そのようななかで、税務当局においても、単純に

課税を強化することによって、企業に租税回避対

策を講じるのではなく、自主的な適正納税を推進

する環境を整えるという観点から、コーポレート

ガバナンスに関する取組みが推進されつつある
41)。 

わが国においても、国税庁が「税務に関するコ

ーポレートガバナンス」の充実にむけた取組につ

いて、実地調査以外の多様な手法を用いて、納税

者に自発的な適正申告を促す取組みを促進してい

る 42)。 

 国税庁が定義する「税務に関するコーポレート

ガバナンス」とは、税務についてトップマネジメ

ントが自ら適正申告の確保に積極的に関与し、必

要な内部統制を整備することであるとした上で、

税務コンプライアンスは、納税者が納税義務を自

発的かつ適正に履行することであり、トップマネ

ジメントは法人の代表取締役、代表執行役のほか、

法人の業務に関する意思決定を行う経営責任者等

であることを挙げている 43)。 

 その税務に関するコーポレートガバナンスの取

組の背景は、わが国全体の税務コンプライアンス

の維持・向上の観点から、大企業の税務コンプラ

イアンスの維持・向上が重要であり、その理由と

して、大企業の経済活動は、わが国経済に占める

ウエイトが大きく、申告所得金額も多額であるこ

と、企業グループ全体や下請けの中小企業等の税

務コンプライアンスに与える影響が大きいこと、

大企業の税務コンプライアンスを高めることは、

税務行政全体の効率性を高めることに有効である

ことを挙げている 44)。また、近年、国内外におい

て、コーポレートガバナンスの充実が重要との認

識が高まり、法整備を含め、その充実のための環

境整備が進展していることを例にとり、米国の

SOX 法、わが国の会社法及び金融商品取引法、

OECD における多国籍企業行動指針や、OECD コ

ーポレートガバナンス原則などを取り上げ、

OECD 税務長官会議の第 3回会合ソウル声明、第

4 回会合ケープタウン声明、第 6 回会合イスタン

ブール声明、第 7回会合ブエノスアイレス声明な

どにも盛り込まれ、税務当局の国際的な会議等に

おいても、税務に関するコーポレートガバナンス

の充実が重要である旨が指摘されている 45)。 

 税務に関するコーポレートガバナンスの具体的

な取組内容として、国税局調査課所管法人のうち、

特別調査官が所掌する法人約 500社に対し、税務

調査の機会に税務コーポレートガバナンスの取組

状況について企業による自己確認を行わせている
46)。その確認内容に基づき、当局がその取組状況

を確認・判定を行い、税務調査終了後に、企業の

トップマネジメント等と国税局幹部が改善を要す

る事項や効果的な取組について意見交換を経た上

で、次回調査必要度の重要な判断材料として活用
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

される
．．．

としている 47)。強調すべきは、企業による

自己確認が次回調査必要度の重要な判断材料とし

て活用される点であり、税務コーポレートガバナ

ンスの取組状況が良好である等、一定の場合には、

次回調査時期の延長等を行うとされているという

ことである 48)。本来、国税局調査課所管法人のう

ち、特別調査官が所掌する法人への税務調査頻度

について、調査延長等を行うというインセンティ

ブを税務当局が与える可能性があることは、コー

ポレートガバナンスの新しい潮流とも評価できる
49)。 

 

(3)税務情報開示に関する新たな地平 

 

元来、税務情報については、税務当局が脱税や

租税回避を行う納税者に対して情報取得を強化す

る観点から取組が行われてきた 50)。これは、タッ

クスヘイブンを活用した納税者への情報取得や、

銀行秘密等に対する各国の税務当局の執行管轄を

克服する側面からの試みであったが、今日的には

その意味が広範な文脈になっており、「税に対する

透明性（tax transparency）」というキーワードの拡

大が論じられている 51)。 

吉村（2018）によれば、「……課税当局による情

報取得可能性（課税当局に対する透明性）という

観点から用いられてきた透明性は、投資家に対す

る透明性、さらに市民に対する透明性という意味

たことにより、米国にとっては本国に資金が還流

できない状態 33)、他方で事業が実際に行われる

国々にとっては、自国で適切な納税が行われない

状態となり、政治的な争点となっていたことから、

かかる税務戦略をとる企業に対する資本市場の関

心が高まっていたところである。 

 

3.税務情報開示に関する新たな地平 

 

本章では、法人の税務情報に関する国内外の動

向を取り上げる。具体的な内容として、本稿 1.に

おいて述べた CbCR及び EU提案と、税務に関す

るコーポレートガバナンスである。 

 

(1)CbCRと EU提案 

 

 前述の通り、BEPS プロジェクトにおいて各国

は、国際課税制度の再構築作業を行うことになっ

た。そのなかで、多国籍企業の税務情報報告が求

められ、各国で国内法制化が行われている 34)。わ

が国では、特定多国籍企業グループの構成会社で

ある内国法人（最終親会社等又は代理親会社等に

該当するもの）は、国別報告事項を報告対象とな

る会計終了年度の終了の日の翌日から 1年以内に

e-Taxにより、所轄税務署長に提供することとなっ

ている（租税特別措置法第 66条の 4の 4第 1項、

2項、3項、租税特別措置法施行令第 39条の 12の

4第 1項）35)。 

 CbCRによれば、提供者は特定多国籍企業グルー

プの構成会社等の事業が行われる国又は地域ごと

の①～③の項目を下記のとおり報告する必要があ

るとしている 36)。すなわち CbCRは、①収入金額、

税引前当期純利益の額、納付税額、発生税額、資

本金の額又は出資金の額、利益剰余金の額、従業

員の数及び有形資産（現金及び現金同等物を除く）

の額、②構成会社等の名称、構成会社等の居住地

国と本店所在地国が異なる場合のその本店所在地

国（本店所在地国と設立された国又は地域が異な

る場合には、設立された国又は地域）の名称及び

構成会社等の主たる事業の内容、③上記①〜②の

事項について参考となるべき事項、を提出する必

要があるとしている。 

BEPS プロジェクトにおいては、特定多国籍企

業グループの報告情報を基本的に条約方式の下で、

各国の税務当局間で厳格に運用することとなって

おり、その報告情報の使用は、特定多国籍企業グ

ループ内のハイレベルな移転価格リスク評価の参

考に限り、更正処分等には活用しないという前提

がある。 

しかしながら、本稿 1.で言及した EU 提案は、

事業内容の性質、従業員数、純売上高（関連会社

を含む）、税引前損益、当期税金費用、当期納税額、

留保利益を含む国別報告書を開示し、企業のウェ

ブサイト上で公表するというものであった 37)。こ

れに関して、本来、条約方式の下、税務当局間で

共有されるはずの報告情報を念頭に置いていたビ

ジ ネ ス 界 を 中 心 と し た 団 体 か ら 、 特 に

Confidentiality の観点による懸念や反発がでてい

る 38)。 

吉村（2018）の研究 39)においても紹介が行われ

ているが、公の視点から企業の活動を規律すると

いう試みは、既存の税の報告機能にはなかったア

プローチである。留意しなければならないのは、

例えば、企業会計が目的とする利害関係者への報

告と、EU提案の背景（租税回避を防止する目的・

市民がアクセスできる環境・公平な競争環境の整

備）にある税務情報が公表される対象はその報告

内容や報告対象者が一致していないことである。

しかしながら、税については納税者（企業）が国

及び地方公共団体に税金を納めるのみであったと

いう一般的理解に加えて、税の情報を外部に公開

するという試みが見受けられつつあることは一つ

の着目すべき点である。これは、本稿 2.で述べた

税の情報に対するアクセスをめぐる動向とは別の

視座をもたらしている。 

 

(2)税務に関するコーポレートガバナンス 

 

 近年、CbCR や EU 提案とは異なる国際的な動

向として、コーポレートガバナンスの強化の観点

から、タックスコンプライアンスを取り込むこと

が見受けられ、これを「税務コーポレートガバナ

ンス」と呼称されるようになった 40)。これは、前

章でも述べたように、企業が租税をコストとみな
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を付与され、一部の国々では、それを実現するた

めの制度改正・提案が相次いでいる。」としている
52)。付与されている背景には、BEPSプロジェクト

と前後した、多国籍企業の過度な課税逃れに対す

る国際課税を取り巻く現状があり、市民や社会の

関心が強まったところにある。税務情報報告のア

プローチもその透明性の一つと捉えることができ

るだろう。吉村（2018）は、広範に開示を義務づ

ける試みの政策手法は 2つに方向性が確認できる

としている。1つは数値を公表させること。2つめ

は税務のアプローチを公表させることである 53)。

どちらの手法にしても、税務当局以外の対象者に

情報アクセスを可能にするという点は、これまで

になかった事象とみることもできよう。 

関連して、吉村（2018）は、「株主等のステーク

ホルダーが、企業が“どのように”税を支払って

いるかという点に関心を持つようになれば、税務

行政のあり方も変わってくるのではないか」と指

摘する 54)。 

税務情報は、（本稿の文脈に沿えばこと納税者

にとって）Confidentialityが高いものとしての要素

が強かったうえ、それが一般的な反応であった。

取り上げた EU 提案をめぐる企業の反応はその証

左である 55)。尤も、EU 提案は全世界共通の動き

ではなく、その他に取り上げたものは資本市場に

おける議論等である。しかしながら、本稿で紹介

を試みたように、今日では税に関する情報へのア

クセスが見受けられるようになりつつある 56)。 

以上のことから、税に関する情報へのアクセス

をめぐる諸状況が、今後企業経営やコーポレート

ガバナンス及び関連領域に、どのような影響をも

たらすのかは引き続き注視していくべき課題とな

ろう 57)。 

 

4.おわりに 

 

本稿で取り上げた、伊藤レポート及び伊藤レポ

ート 2.0等をはじめとする紹介では、コーポレー

トガバナンスにおいて、一般的に重要視されてき

た財務情報にとどまらず、非財務情報への射程が

及び、税務情報の位置付けが高まりつつあること

が確認できた。もちろん、税務情報に限らず、ESG

の議論でも言及されるように、環境・労働・人権

など新しい分野の存在感は高まりつつあることが

窺えるだろうが、税という一つの分野においても、

その新しい分野の一部を垣間見ることとなった。 

ここで、結びとして、企業経営・コーポレート

ガバナンスに密接に関連する、企業の内部統制シ

ステムやコンプライアンス体制について若干の言

及を行なっておく。 

金融庁の財務報告に係る内部統制の評価及び

監査の基準によれば、「内部統制とは、基本的に、

業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事

業活動に関わる法令などの遵守並びに資産の保全

の 4つの目的が達成されているとの合理的な保証

を得るために、業務に組み込まれ、組織内の全て

の者によって遂行されるプロセスをいい、統制環

境、リスクの評価と対応、統制活動、情報と伝達、

モニタリング（監視活動） 及び IT（情報技術）へ

の対応の 6つの基本的要素から構成される」とし

ており、そのプロセスのなかに事業活動に関わる

法令遵守、すなわちコンプライアンスが含まれて

いる。純粋に法令を遵守するのであれば、企業が

法令違反となる行為を行わなければ済むが、かか

る領域について租税法では、講学上、脱税・租税

回避・節税という分類が行われ 58)、明らかな法令

違反となるのは、脱税のみである。この場合に、

多国籍企業による過度な課税逃れは、脱税には該

当せず、租税回避や（過度な）節税に分類されよ

う。しかしながら、本稿 2.(1)において、DJSIの
アセスメント項目を参照した限りでも、過度なタ

ックスプランニングを行っている企業の場合、短

期的には節税によって利益を享受することができ

たとしても、潜在的な税務リスクを市場が好意的

に評価しない可能性がある。とりわけ、企業によ

る過度なタックスプランニングは、現地の税務当

局との関係悪化や、対顧客のレピュテーションリ

スクにつながることが指摘されている。また、租

税回避と節税についてもその境界は明確ではなく、

社会通念によって決めざるをえないことが指摘さ

れる 59)。 

すなわち、これからの企業経営・コーポレート

ガバナンスは、純粋な法令遵守にとどまらず、租

税回避、節税といった行為に関しても、（本稿が取
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り上げた内容に沿って述べれば対資本市場や税務

当局に）信頼できる説明を行えるか、またその説

明を行うための内部統制・コンプライアンス体制

をいかに構築していくかが一つのポイントとなろ

う。かかる体制構築が充足していない場合、経営

者・経営層には、資本市場や株主、ステークホル

ダー等からの圧力が強まることが予想されよう。 

同種の視点は、岩﨑・川島（2016）による先行

研究でも指摘されており、わが国の内部統制体制

では租税法の遵守も法令遵守に含みうるとしてい

る 60)。 

翻って、企業経営においては、税務情報に関す

る適切なアクションが期待されよう。例えば、適

切に納税行動を選択していることを公表するなど

が挙げられ、その税務情報の位置付けはより強く

意識されるべきところであろう。わが国でも本稿

で取り上げた DJSI のアセスメント項目などを意

識した企業の取組みが一部では見受けられるもの

の、事例としての集積は少ないように見受けられ

る 61)。   

わが国企業も、税務情報に関する適切なアクシ

ョンを行っていくことによって、期待される効果

がいくつかある。大企業に限定して述べれば、グ

ローバルインデックスなど、市場評価との関係が

良好となること、限定して述べないのであれば、

税務当局や、対顧客との関係性などにつながって

くる。加えて、税務に関するコーポレートガバナ

ンスによって、わが国税務当局との良好なコミュ

ニケーションや、税務調査リスクの逓減、人的資

源の最適化などがあげられよう。 

具体的な企業経営のアクションとして、例えば、

全社的に税務方針など策定することや、トップマ

ネジメントの積極的な関与などから、セクターに

応じた最適な管理体制を模索していくことが期待

され、付随的な効果として社内体制整備が生まれ

てこよう 62)。 

なお付言すれば、過度なタックスプランニング

を防止する観点から、タックスプランニングの義

務的開示制度導入についても法制化が検討されて

おり 63)、今後の企業経営においては、税務情報に

関する適切なアクションやコンプライアンスがよ

り一層重要な位置づけを帯びてくる 64)。その際に

は、本稿冒頭で述べた会社法・金融商品取引法の

領域や、株主と経営者との関係を観察する会計分

野の研究などが、税務分野と有機的に連携するこ

とで、一層進展していくことが期待されよう。 

 

注 

 

1) かかる問題意識の前提として、税に関する情

報のアクセスを国際的な税の議論の観点から論じ

たことがあった。本稿はそれを踏襲する形となる。

堀治彦「国際課税と税務会計に関する試論 −税に

関する情報へのアクセスを手掛かりとして−」『税

務会計研究』第 30 号、2019 年、251-256 頁。ま

た、一般論として、コーポレートガバナンスは、

公開企業とステークホルダーである株主の関係か

ら仕組み付けが行われるものとも整理されようが、

そのアプローチは学際的であることを付言してお

く。例えば、宍戸善一編著『「企業法」改革の論理』

日本経済新聞出版社、2011年、宍戸善一『動機付

けの仕組としての企業』有斐閣、2006 年、など。 

2) 喫緊の官公庁の動向を述べる限りでも、経済

産業省「令和元年度産業経済研究委託事業（経済

産業政策・第四次産業革命関係調査事業費 日本

企業のコーポレートガバナンスに関する実態調

査」2019年、同「グループ・ガバナンス・シス

テムに関する実務指針（グループガイドライ

ン）」2019年、同「コーポレート・ガバナンス・

システムに関する実務指針（CGSガイドライ

ン）」2019年、など。経済産業省HP 
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovati
on/keizaihousei/corporategovernance.html（2020年

11月現在）で閲覧可。また、金融庁において

は、スチュワードシップ・コード及びコーポレー

トガバナンス・コードのフォローアップ会議など

の審議会・研究会等の動きが活発である。これに

ついては、金融庁HP 
https://www.fsa.go.jp/singi/follow-up/index.html
（2020年 11月現在）にて各種動向が閲覧可。そ

のほか、国税庁においても後述の税務に関するコ

ーポレートガバナンスの取組などが見受けられ、

その外縁は拡大しつつある。 

3) 伊藤靖史・大杉謙一・田中亘・松井秀征『会社

を付与され、一部の国々では、それを実現するた

めの制度改正・提案が相次いでいる。」としている
52)。付与されている背景には、BEPSプロジェクト

と前後した、多国籍企業の過度な課税逃れに対す

る国際課税を取り巻く現状があり、市民や社会の

関心が強まったところにある。税務情報報告のア

プローチもその透明性の一つと捉えることができ

るだろう。吉村（2018）は、広範に開示を義務づ

ける試みの政策手法は 2つに方向性が確認できる

としている。1つは数値を公表させること。2つめ

は税務のアプローチを公表させることである 53)。

どちらの手法にしても、税務当局以外の対象者に

情報アクセスを可能にするという点は、これまで

になかった事象とみることもできよう。 

関連して、吉村（2018）は、「株主等のステーク

ホルダーが、企業が“どのように”税を支払って

いるかという点に関心を持つようになれば、税務

行政のあり方も変わってくるのではないか」と指

摘する 54)。 

税務情報は、（本稿の文脈に沿えばこと納税者

にとって）Confidentialityが高いものとしての要素

が強かったうえ、それが一般的な反応であった。

取り上げた EU 提案をめぐる企業の反応はその証

左である 55)。尤も、EU 提案は全世界共通の動き

ではなく、その他に取り上げたものは資本市場に

おける議論等である。しかしながら、本稿で紹介

を試みたように、今日では税に関する情報へのア

クセスが見受けられるようになりつつある 56)。 

以上のことから、税に関する情報へのアクセス

をめぐる諸状況が、今後企業経営やコーポレート

ガバナンス及び関連領域に、どのような影響をも

たらすのかは引き続き注視していくべき課題とな

ろう 57)。 

 

4.おわりに 

 

本稿で取り上げた、伊藤レポート及び伊藤レポ

ート 2.0等をはじめとする紹介では、コーポレー

トガバナンスにおいて、一般的に重要視されてき

た財務情報にとどまらず、非財務情報への射程が

及び、税務情報の位置付けが高まりつつあること

が確認できた。もちろん、税務情報に限らず、ESG

の議論でも言及されるように、環境・労働・人権

など新しい分野の存在感は高まりつつあることが

窺えるだろうが、税という一つの分野においても、

その新しい分野の一部を垣間見ることとなった。 

ここで、結びとして、企業経営・コーポレート

ガバナンスに密接に関連する、企業の内部統制シ

ステムやコンプライアンス体制について若干の言

及を行なっておく。 

金融庁の財務報告に係る内部統制の評価及び

監査の基準によれば、「内部統制とは、基本的に、

業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事

業活動に関わる法令などの遵守並びに資産の保全

の 4つの目的が達成されているとの合理的な保証

を得るために、業務に組み込まれ、組織内の全て

の者によって遂行されるプロセスをいい、統制環

境、リスクの評価と対応、統制活動、情報と伝達、

モニタリング（監視活動） 及び IT（情報技術）へ

の対応の 6つの基本的要素から構成される」とし

ており、そのプロセスのなかに事業活動に関わる

法令遵守、すなわちコンプライアンスが含まれて

いる。純粋に法令を遵守するのであれば、企業が

法令違反となる行為を行わなければ済むが、かか

る領域について租税法では、講学上、脱税・租税

回避・節税という分類が行われ 58)、明らかな法令

違反となるのは、脱税のみである。この場合に、

多国籍企業による過度な課税逃れは、脱税には該

当せず、租税回避や（過度な）節税に分類されよ

う。しかしながら、本稿 2.(1)において、DJSIの
アセスメント項目を参照した限りでも、過度なタ

ックスプランニングを行っている企業の場合、短

期的には節税によって利益を享受することができ

たとしても、潜在的な税務リスクを市場が好意的

に評価しない可能性がある。とりわけ、企業によ

る過度なタックスプランニングは、現地の税務当

局との関係悪化や、対顧客のレピュテーションリ

スクにつながることが指摘されている。また、租

税回避と節税についてもその境界は明確ではなく、

社会通念によって決めざるをえないことが指摘さ

れる 59)。 

すなわち、これからの企業経営・コーポレート

ガバナンスは、純粋な法令遵守にとどまらず、租

税回避、節税といった行為に関しても、（本稿が取
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法 第 3版』有斐閣、2017年、198頁。 

4) 同前書、198頁。また、伊藤らはバブル経済崩

壊後の日本企業の業績悪化と関係があると指摘す

る。 

5) 同前書、198-199頁。今福愛志『企業統治の会

計学』中央経済社、2009年、1頁。 

6) 本稿 2.において述べるように、著者の問題意

識のきっかけとなったのは、下記の 2つの報告書

であった。 

経済産業省『伊藤レポート｢持続的成長への競争

力とインセンティブ～企業と投資家の望ましい関

係構築～｣プロジェクト｢最終報告書｣』2014年、 

http://www.meti.go.jp/press/2014/08/20140806002/20
140806002.html（2020年 10月現在）、同『持続的

成長に向けた長期投資（ESG・無形資産投資）研

究会 報告書（伊藤レポート 2.0）』2017年、

http://www.meti.go.jp/press/2017/10/20171026001/20
171026001-1.pdf（2020年 10月現在）。 

7) 経済産業省、同前報告書（2017）、2頁。 

8) OECD “Transfer Pricing Documentation and 
Country-by-Country Reporting, Action 13 - 2015 Final 
Report”, OECD/G20 Base Erosion and Profit Shifting 
Project, OECD Publishing, Paris, 2015[hereafter, 
Action13].  
9) EC, Proposal for a DIRECTIVE OF THE 
EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 
COUNCIL amending Directive2013 ／ 34 ／ EU as 
regards disclosure of income tax information by certain 
undertakings and branches：（COM82016）198／2 2016
／0107（COD）. EU 提案は納税者の強い反発や構

成国の意見の不一致により、提案後も妥協案文書

が複数にわたって提出されているが、本稿では上

記の提案に限定して取り上げる。係る先行研究と

して、岡田至康「【海外論文紹介】国別報告（CBCR）
公開に係る EU の動向」『租税研究』第 819 号、

2018年、201－217頁。岡田は、欧州委員会の提案

等を紹介し、ビジネス界の問題意識等に対して検

討を加えている。 

10) 経済産業省、同前報告書（2014）、1頁。 

11) 経済産業省、同前報告書（2017）、1頁。 

12) 経済産業省、同前報告書（2014）、3-4頁。 

13) 経済産業省、同前報告書、（2014）、「3.本プロ

ジェクトの背景」。ただし、税務情報が非財務情報

であるかについては、議論があろうが、後述のよ

うに過度なタックスプランニングなどの企業行動

は、財務情報に関連したリスクとして理解する余

地があるかもしれない。 

14) 同前報告書、（2014）3頁。 

15) 経済産業省、同前報告書、（2017）4頁。 

16) 経済産業省、同前報告書、（2014）29頁。 

17) DJSI が投資会社である RobecoSAM の「企業

の 持 続 可 能 性 評 価 （ Corporate Sustainability 
Assessment：CSA）」https://www.spglobal.com/esg/ 
csa/（2020年 10月現在）を通じた分析・評価に基

づいて、インデックスへの採用を決めている。 

18) 経済産業省、同前報告書（2014）、29頁によ

れば、ESG が投資パフォーマンスにどう影響する

か、リスク要因であるという一般的な認識と、株

式評価に結び付くという検討が行われているが、

投資リターンについての議論は共通認識には至っ

ていない。 

19) RobecoSAM, op.cit.  
http://www.robecosam.com/images/sample-
questionnaire-diversified-consumer-services.pdf（2020

年 10月現在）。 

20) 関連した多くの文献があるが、さしあたり、

吉村（2018）、後掲論文。 

21) 詳細は DJSI Invited Universe 2018, 2017.を参照

のこと。 

22) RobecoSAM, op.cit. また、Global Sustainable 
Investment Alliance “The Global Sustainable 
Investment Review 2016”, 2016 も ESG 投資を 7 つ

の種類に分類しており、そのうちの一つに国際規

範スクリーニングがある。これは、国際機関

（OECD を含む）が定める規範などを基に、最低

限の基準に達していない企業の株や債券を投資対

象から除外する手法である。 

http://www.gsi-alliance.org/wp-
content/uploads/2017/03/GSIR_Review2016.F.pdf
（2020年 10月現在）。 

23) OECD, “Addressing Base Erosion and Profit 
Shifting”, Paris, OECD Publishing, 2013, p3. 
24) 一般的説明は、政府税制調査会「財務省説明

資料[平 29.11.1 総 14－1]」2017 年 11 月 1 日、
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による。 

25) OECD, 2013, op.cit. 
26) OECD, “Explanatory Statement”, OECD/G20 
Base Erosion and Profit Shifting Project, OECD 
Publishing, 2014. OECD, “Addressing the Tax 
Challenges of the Digital Economy”, OECD/G20 Base 
Erosion and Profit Shifting Project, OECD Publishing, 
2014. OECD, “Neutralising the Effects of Hybrid 
Mismatch Arrangements”, OECD/G20 Base Erosion 
and Profit Shifting Project, OECD Publishing, 2014. 
OECD, “Countering Harmful Tax Practices More 
Effectively, Taking into Account Transparency and 
Substance”, OECD/G20 Base Erosion and Profit 
Shifting Project, OECD Publishing, 2014. OECD, 
“Preventing the Granting of Treaty Benefits in 
Inappropriate Circumstances”, OECD/G20 Base 
Erosion and Profit Shifting Project, OECD Publishing, 
2014.OECD, “Guidance on Transfer Pricing Aspects of 
Intangibles”, OECD/G20 Base Erosion and Profit 
Shifting Project, OECD Publishing , 2014.OECD, 
“Guidance on Transfer Pricing Documentation and 
Country-by-Country Reporting”, OECD/G20 Base 
Erosion and Profit Shifting Project, OECD Publishing, 
2014.OECD, “Developing a Multilateral Instrument to 
Modify Bilateral Tax Treaties”, OECD/G20 Base 
Erosion and Profit Shifting Project, OECD Publishing, 
2014. 
27) OECD, Action13, op.cit. のほか、 OECD, 
“Addressing the Tax Challenges of the Digital Economy, 
Action 1 - 2015 Final Report”, OECD/G20Base 
Erosion and Profit Shifting Project, OECD Publishing, 
Paris, 2015. OECD, “Neutralising the Effects of Hybrid 
Mismatch Arrangements, Action 2 - 2015 Final Report”, 
OECD/G20 Base Erosion and Profit Shifting Project, 
Paris, OECD Publishing, 2015. OECD, “Designing 
Effective Controlled Foreign Company Rules, Action 3 
- 2015 Final Report”, OECD/G20 Base Erosion and 
Profit Shifting Project, Paris, OECD Publishing,2015.  
OECD, “Limiting Base Erosion Involving Interest 
Deductions and Other Financial Payments, Action 4 -
2015 Final Report”, OECD/G20 Base Erosion and 
Profit Shifting Project, Paris, OECD Publishing,2015. 

OECD, “Countering Harmful Tax Practices More 
Effectively, Taking into Account Transparency and 
Substance, Action 5 - 2015 Final Report”, OECD/G20 
Base Erosion and Profit Shifting Project, Paris, OECD 
Publishing, 2015.OECD, “Preventing the Granting of 
Treaty Benefits in Inappropriate Circumstances, Action 
6 – 2015 Final Report”, OECD/G20 Base Erosion and 
Profit Shifting Project, Paris, OECD Publishing, 2015. 
OECD, “Preventing the Artificial Avoidance of 
Permanent Establishment Status, Action 7 - 2015 Final 
Report”, OECD/G20 Base Erosion and Profit Shifting 
Project, Paris, OECD Publishing, 2015. OECD, 
“Aligning Transfer Pricing Outcomes with Value 
Creation, Actions 8-10 - 2015 Final Reports”, 
OECD/G20 Base Erosion and Profit Shifting Project, 
Paris, OECD Publishing, 2015. OECD, “Measuring 
and Monitoring BEPS, Action 11 - 2015 Final Report”, 
OECD/G20 Base Erosion and Profit Shifting Project, 
Paris, OECD Publishing,2015. OECD, “Mandatory 
Disclosure Rules, Action 12 - 2015 Final Report” 
[hereafter, Action12], OECD/G20 Base Erosion and 
Profit Shifting Project, Paris, OECD Publishing, 2015. 
OECD, “Making Dispute Resolution Mechanisms More 
Effective, Action 14 - 2015 Final Report”, OECD/G20 
Base Erosion and Profit Shifting Project, Paris, OECD 
Publishing,2015. OECD, “Developing a Multilateral 
Instrument to Modify Bilateral Tax Treaties, Action 15 -
2015 Final Report”, OECD/G20 Base Erosion and 
Profit Shifting Project, Paris, OECD Publishing, 2015. 
なお、この行動計画の実施にあたり、OECD 非加

盟国の G20 メンバー8カ国（中国、インド、南ア

フリカ、ブラジル、ロシア、アルゼンチン、サウ

ジアラビア、インドシア）も議論に参加していた。 

28) G20（金融・世界経済に関する首脳会合）「G20
アンタルヤ・サミット首脳宣言（仮訳）」2015 年

11月、パラ 15。 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/ecm/ec/page4_001553.h
tml（2020年 12月現在）。 

29) 同上。 

30) OECD, First meeting of the new inclusive 
framework to tackle Base Erosion and Profit Shifting 
marks a new era in international tax co-operation,http:// 

法 第 3版』有斐閣、2017年、198頁。 

4) 同前書、198頁。また、伊藤らはバブル経済崩

壊後の日本企業の業績悪化と関係があると指摘す

る。 

5) 同前書、198-199頁。今福愛志『企業統治の会

計学』中央経済社、2009年、1頁。 

6) 本稿 2.において述べるように、著者の問題意

識のきっかけとなったのは、下記の 2つの報告書

であった。 

経済産業省『伊藤レポート｢持続的成長への競争

力とインセンティブ～企業と投資家の望ましい関

係構築～｣プロジェクト｢最終報告書｣』2014年、 

http://www.meti.go.jp/press/2014/08/20140806002/20
140806002.html（2020年 10月現在）、同『持続的

成長に向けた長期投資（ESG・無形資産投資）研

究会 報告書（伊藤レポート 2.0）』2017年、

http://www.meti.go.jp/press/2017/10/20171026001/20
171026001-1.pdf（2020年 10月現在）。 

7) 経済産業省、同前報告書（2017）、2頁。 

8) OECD “Transfer Pricing Documentation and 
Country-by-Country Reporting, Action 13 - 2015 Final 
Report”, OECD/G20 Base Erosion and Profit Shifting 
Project, OECD Publishing, Paris, 2015[hereafter, 
Action13].  
9) EC, Proposal for a DIRECTIVE OF THE 
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が垣間見える。 

62) 山崎ほか、前掲論文がさしあたってのわが国

における企業経営のアクションのマイルストーン

となろう。製造、金融、商社、インフラ、メーカ

ーなどの各社の事情（人員体制や社内のレポーテ

ィングラインなど）や、税務部門の今日的な取組

から読み取れる情報が山積している。また、筆を

擱くタイミングで、KPMG税理士法人「日本企業の

グローバル税務ガバナンス体制の整備に向けた

現状及び検討課題の整理と 9つの提言」経済産業
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63) OECD, Action12 op.cit. 
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あったが、本来的にはこの議論はすべての規模の

企業に密接に関連してくる可能性がある。そのモ

デルを示すものとして、宮崎綾望「『税務に関する

コーポレートガバナンスの充実に向けた取組』の

背景と今後のあり方」『税研』177号、2014年、110

−117頁など。 
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